
情報通信環境整備の推進上の課題

農業農村における情報通信環境整備を推進する必要
新たな動きを農業農村の課題解決につなげるためには

背景

農業農村情報通信環境整備準備会
準備会の活動と目指す成果

農業農村情報通信環境整備準備会【意義】

新たな動き
 情報通信技術の発展、利用拡大による農業農村分野での利
活用への期待

 ライフスタイルの多様化、新型コロナ拡大による農業農村
の価値の再評価に伴う、地方移住への関心の高まり。
リモートワーク、ワーケーションなど新たな働き方の進展。

農業農村における課題
 少子高齢化・人口減少の進行等による、農業農村
インフラの維持管理体制の脆弱化、農業生産にお
ける労働力不足等

 移住・定住促進のための安心して暮らせる生活環
境の整備

 情報通信環境整備や情報通信技術
の必要性に対する認識の不足

農業農村における情報通信環境整備の
事例・効果等の情報発信

情報通信環境整備の
普及・啓発

自治体等における基本方針
策定、体制構築の推進

 地方自治体等における情報通信環
境整備の基本方針、推進体制の未
整備

地域課題解決のための情報通信技術の
活用方針、推進体制構築に関するアド
バイス

不足する知見・人材のサ
ポート（→人材の育成・確保）

 農業分野・情報通信分野の両方に
知見のある人材の不足

不足する知見・人材を補うためのアド
バイザーや事業者の紹介、マッチング、
研修会等の開催

施策の活用促進、地方自治
体内の部局間連携の促進

 地方自治体内の情報通信部局・農
業部局間の連携強化、施策の活用
促進

施策に関する情報提供、活用に向けた
アドバイス

別紙
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農業農村情報通信環境整備準備会【活動イメージ】

調査・計画策定

施設整備

運用開始

農
山
漁
村
振
興
交
付
金

（
情
報
通
信
環
境
整
備
対
策
）

方針検討、推進体制、
概略構想づくり

ICT活用・情報通信環
境の必要性認識

＜各段階で生じる課題＞

 ICTで何ができる？そのた
めに何が必要なの？

 実際にどんな事例があ
る？

＜準備会の活動＞

（事業実施準備）
 方針・体制・概略構想づくり支援
事例紹介、アドバイザー紹介
事業化のための概略構想の作成アドバ
イス

 事業申請支援
事業内容、要件、手続等の説明
事業計画書等の作成アドバイス

（事業実施中）
 先進地区事例・アドバイザー等紹
介
個別地区の課題に応じた先進地区事例、
アドバイザー等の紹介
※事業実施期間中における費用は事業主体が事業費
から手当

事業申請

＜情報通信環境整備の流れ＞

○情報通信環境の整備の推進を図るため、「農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）」による
支援に加え、事業実施の検討・準備段階である地方自治体や農業者団体等に対し、情報通信環境整
備の普及・啓発、事業実施前～実施中に生じる様々な課題への支援を実施。

助成
 国の事業を活用するには
どんな手続が必要？要件
は？

 地域の合意形成、調査・
計画づくり、施設整備に
あたって先進地区の情報
や相談できるアドバイ
ザーが必要。

 ウェブサイトによる情報発信・相
互共有
施策、事例、技術情報の発信

 地方キャラバン
ブロック別に関心ある地方自治体等を
対象に説明会・セミナー等を開催

 研修会・先進地視察等

普及・啓発

運
用

事
業
実
施

準
備

検
討

調査・計画
策定費用
アドバイザー
派遣、ワーク
ショップ等
開催費用
施設整備費用

個別地区支援
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 地域の将来にとって必要
な情報通信環境ってなん
だろう？

 どんな体制・役割分担で
進めていったらいいんだ
ろう？

 事業化にあたって概略構
想をつくる必要。



農業農村情報通信環境整備準備会【実施体制①】
○農林水産省が事務局となり、農業農村分野、情報通信分野の知見・実績を有する民間事業者、先進
自治体等と連携して、地方自治体・農業者団体等を事業化に向けて準備段階から実施段階まで支援。

準備会

オブザーバー
関係省庁・都道府県・事業完了地区等

地方自治体、土地改良区、JA等

事業に関心

レベル３：事業申請意向あり・構想
を策定したい

レベル２：事業化意向あり・具体化
したい

レベル１：関心あり・情報を得たい

ユーザー会員

参加

計画策定促進事業
補助事業者

共同運営

サポート会員

先進自治体等民間事業者

有識者 農業者団体等
全国組織

情報共有
普及啓発

ウェブサイト、キャラバン、
オンラインセミナー

研
修
会

講
習
会

相談

サポート・普及啓発

事務局

（地方農政局地域整備課）
本省地域整備課
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農業農村情報通信環境整備準備会【実施体制②】
○農林水産省が事務局となり、農業農村分野、情報通信分野の知見・実績を有する民間事業者、先進
自治体等と連携して、地方自治体・農業者団体等を事業化に向けて準備段階から実施段階まで支援。
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民間事業者
■対象：会の趣旨に賛同する農業農村分野、情報通信分野の知見・実績を有する事業者
■主な取組内容
（普及・啓発）
・最新技術、ユースケース等に関する情報提供
・研修会等での事例紹介
（個別地区支援）
・相談に対する助言
・調査・計画づくり、施設整備等に関するアドバイザー派遣
・専門分野を生かした個別地区の取組サポート（実施主体から要請に応じ）

先進自治体等
■対象：情報通信環境整備、ＩＣＴ活用の先進的な取組を行っ
ている地方自治体等
■主な取組内容
（普及啓発）
・研修会・先進地視察等での事例紹介
（個別地区支援）
・個別の相談に対する助言
・地域の方針・体制づくりに関するアドバイザー派遣
・視察受入

有識者
■対象：農業農村分野、情報通信分野に精通す
る学識経験者、実務経験者等
■主な取組内容
（個別地区支援）
・相談に対する助言
・地域の方針・体制づくり、調査・計画策定等
に関する検討会、ワークショップへの参画

農業者団体等全国組織
■主な取組内容
・傘下の団体からの取組事例等の情報収集
・傘下の団体への情報提供、普及・啓発 等

事務局
○事業主体等からの各種相談（準備会活動や事業
制度等）の受付等の一元的な対応



農業農村情報通信環境整備準備会【具体的な活動内容①】

①普及・啓発

情報発信・相互共有 地方キャラバン

研修会・先進地視察等

ウェブサイトへの主な掲載内容
準備会の紹介
構成員（サポート会員）の紹介
事例紹介
資料アーカイブ
入会案内
研修会等案内
よくある質問・回答
関係法令・施策等
用語集
技術・製品情報

地方ブロックごとに関心のある地方自治体等を
対象に情報通信環境整備の必要性や準備会の活
動内容等について説明。

ユーザー会員等（地方自治体、土地改良区、JA等）を対象に、
事業化に向けての段階に合わせた研修会や先進地視察等を開催

サポート会員等（民間事業者、都道府県、都道府県土地改良事
業団体連合会等）を対象にしたサポートに係る資質やコンサル
ティング技術の向上等の講習会を開催。
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②個別地区支援

■事業申請支援

事業の内容、実施要件、申請方法等について質問・相談に対しては、農林水産省（本省、地方農政
局）が窓口となり、質問への回答、計画書等の作成の指導・助言等を行う。

■方針検討、推進体制、概略構想づくり支援（事業実施前）
■先進地区・アドバイザー等紹介（事業実施中）

ユーザー会員からの相談受付後、事務局（補助事業者※）が詳細をヒアリングした上で、サポート
会員と調整の上、相談内容に応じた適切なメンバー（とりまとめ役、サポート企業、先進地区等）
を選出し、ユーザー会員に紹介。（紹介後は、ユーザー会員からとりまとめ役に直接連絡）

ユーザー
会員

①相談

②詳細ヒアリング サポート
会員

③調整

④支援チームを紹介

とりまとめ役
サポート企業
先進地区等⑤ユーザー会員からとりまとめ役に直接連絡

選定

事務局
（補助事業者※）

※準備会の共同運営等を行う計画策定促進事業の補助事業者

ユーザー
会員

事務局
本省

地方農政局

①質問・相談

②回答、指導・助言

 ユーザー会員の中から支援を受けた
い団体を募集し、支援を実施。

 支援にあたっては、各地区の課題や
取組の方向性を踏まえ、地区ごとに
サポート会員から適切なメンバー
（とりまとめ役、サポート企業、先
進地区等）を選定。

個別地区

支援チーム
※対象地区の課題や取組の方向性
を踏まえ、サポート会員から適
切なメンバーを選出

方針検討、推進
体制、概略構想
づくりなどに対
するサポート

農業農村情報通信環境整備準備会【具体的な活動内容②】

6

支援の概要 支援の流れ

支援チーム
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